
 

 

【別紙１】 

提出書類一覧 

 

１ 事業者の概要・財務状況等 （実名で作成してください。） 

様式 提出書類 主な記載事項 部数 

 申請書  指定施設の名称 １ 

Ａ 申請資格及び事業

者の連絡先 

申請資格の有無、担当者名、役職、電話番号等 １ 

Ｂ 事業者の概要 (1) 沿革【様式任意】 

 既存のもので可。ただし、時系列で記載し、事業内容

についても具体的に記入されたもの 

１ 

(2) 代表者の履歴【様式任意】 １ 

(3) 役員名簿【様式任意】 

 既存（提出時点）のもので可。ただし、他団体の役員

を兼ねている場合は、団体名と役職を記載する。氏名に

はフリガナを付してください。 

１ 

(4) 団体の概要【様式任意】 

 既存のもので可。 

１ 

Ｃ 定款規約等※ 最新のもの【様式任意】 １ 

Ｄ 法人登記簿謄本※ 申請日前３か月以内に発行されたもの １ 

Ｅ 印鑑証明書※ 申請日前３か月以内に発行されたもの １ 

Ｆ 

 

現在経営している

施設の状況等 

（運営を受託して

いる施設含む。） 

令和４年度、５年度の年間事業報告書、年間利用状況報

告書 

 団体及び施設のパンフレット等があれば添付してくださ

い。 

１ 

Ｇ 決算書等 (1) 令和４年度、５年度の決算書類【様式任意】 

 資金収支計算書（団体全体分）、事業活動収支計算書

又は損益計算書（団体全体分）、貸借対照表（団体全体

分） 

 上記のほか、法令等に基づき作成された決算書類、財

産目録等一式及び決算付属明細表 

 現在経営している施設（運営受託施設を含む）の決算

書類も含む。 

１ 

(2) 令和４年度、５年度分の補助金、公的機関からの融

資、寄附金等の状況【様式任意】 

１ 

Ｈ 納税証明書等 

(1)、(2)のみ※ 
(注)前年度が非課税

など、納税証明書が

提出できない場合

は、その旨を記載し

た理由書（代表者の

記名があるもの）を

提出してください。 

(1) 国税（法人税及び消費税） 

  未納のないことの証明書 

(2) 市税（本市に事業所がある場合、法人市民税及び固定

資産税） 

(1)、(2)については令和６年１月１日以降に発行された

令和４年度、５年度分の原本を提出してください。 

(3）水道料金・下水道使用料納付証明書 

  「水道料金・下水道使用料納付証明書の請求について」

を参照し、指定の書式により請求してください。 

１ 

Ｉ 京都市暴力団排除

条例施行規則第４

条に定める利益付

与処分に係る誓約

書 

(注)役員とは、その業務の執行、業務の監査等の職権を有

するものをいう。（民法３４条の法人における理事及び

監事、株式会社における取締役及び監査役など） 

 使用人とは、①支配人、本店長、支店長、営業所長そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業

所、事務所その他の組織（以下「営業所等」という。）

の業務を統括する者、②営業所等において、部長、次

長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる

名称を有する者であるかを問わず、事業の利益に重大な

影響を及ぼす業務の全部又は一部について一切の裁判外

の行為をなす権限を有し、又は当該営業所等の業務を統

括する者の権限を代行し得る地位にある者をいう。 

１ 

※「提出書類」欄中、※印の書類は法人のみ提出 



 

 

２ 運営実績及び事業計画 （匿名で作成してください。） 

様式 提出書類 主な記載事項 部数 

１～３８ 運営実績及び事業

計画 

 様式に必要事項を記載してください。 

（別紙参照とはしないでください。） 

１ 

【添付書類】（法人名等が記載されている場合は、当該箇所を黒塗り等により判読できない

ようにしてください。） 

様式 添付書類 部数 

３関係  組織図、職員役割分担表 １ 

４、５関

係 

(1)指導監査指摘事項（法人運営、施設運営、利用者処遇） 

(2)指導監査指摘事項是正又は改善状況報告書（法人運営、施設運営、利用

者処遇） 

１ 

６、７関

係 

事故及び不祥事の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資

料） 

１ 

８関係 (1)コンプライアンスに関する規程、マニュアル 

(2)コンプライアンス組織体制図 

(3)コンプライアンスに関連する取組（倫理研修等）の記録（令和５年度分） 

(4)ハラスメント防止に関する方針など 

１ 

12 関係 外部評価（第三者評価等）の評価結果（概要部分のみ） １ 

16 関係 (1)利用者のプライバシー保護に関する規程、マニュアル 

(2)利用者の承諾書書式（現在団体で使用しているもの又は応募施設で使用する

予定のもの） 

１ 

18 関係 (1)情報開示のマニュアル（現在団体で使用しているもの又は応募施設で使用す

る予定のもの） 

(2)利用者に対してサービス内容等を紹介した資料（お便り、パンフレット等） 

１ 

19 関係 (1)利用者の意見や満足度を把握した調査結果（児童館の直近の調査結果。児童

館の調査結果がない場合は団体として直近に実施した調査結果。） 

(2)苦情対応マニュアル 等（現在団体で使用しているもの又は応募施設で使用

する予定のもの） 

(3)第三者委員会の設置要綱、名簿 等 

１ 

20 関係 (1)これまでのサービスの質の確保・向上に向けた取組に係る書類 

(2)業務（事務）マニュアル（接遇・電話応対も含む。） 個別援助記録等 

１ 

24 関係 (1)服務規程（就業規則） 

(2)給与規程 

(3)非常勤職員就業規則 

(4)人事考課基準 

１ 

25 関係 (1)応募施設における職員研修計画 

(2)団体が運営している児童館における職員研修の記録（令和５年度分）（児童

館を運営していない場合は、児童福祉関連事業又は社会福祉事業における職員

研修の記録） 

１ 

31 関係  会計処理規程（経理規程等）（現在団体で適用しているもの又は応募施設で

適用する予定のもの） 

１ 

33 関係 事故防止マニュアル 等（現在団体で使用しているもの又は応募施設で使用

する予定のもの） 

１ 

34 関係 緊急時の対応に関するマニュアル（現在団体で使用しているもの又は応募施

設で使用する予定のもの） 

１ 

35 関係 (1)感染症予防、患者発生時の対策のためのマニュアル 

(2)食中毒予防、患者発生時の対策のためのマニュアル 

（現在団体で使用しているもの又は応募施設で使用する予定のもの） 

１ 

37 関係 非常災害時の対応に関するマニュアル（現在団体で使用しているもの又は応

募施設で使用する予定のもの） 

１ 

※ 提出方法については、別紙１－２を御参照ください。 


